
地方議会議員年金制度の廃止に伴う予算措置に関する要望 

 

 町村議会議員年金制度は、昭和３６年に互助年金制度として発足、さらに   

翌３７年公的年金制度に移行し、半世紀にわたり町村議会議員の退職後の生活安

定に大きな役割を果たしてきました。しかしながら、国策として行われた先の  

平成の大合併がもたらした町村数の激減と、それに伴う町村議会議員数の急減に

より、当該年金制度の中止をやむなしとされました。 

 国においては、当該年金制度の廃止を平成２３年６月１日と定め、廃止に伴う

経過措置として、「給付に要する費用は平成２３年度地方財政計画に計上予定」と

されており、その配分は普通交付税措置とされております。 

 この方法を取ると、神奈川県内町村は不交付団体が多く、交付されないことと

なるとともに、交付団体であっても不明瞭な算定による交付となり、結局うやむ

やな経過措置となる恐れがあります。 

 今、町村は、国や他自治体同様大変な厳しい財政状況にあり、この一時的な多

額の負担は既に耐えられない段階にあります。 

 こうしたことが議会活動の制約につながり、町村議会議員が安心して議会活動

に専念することができません。 

 もともと市町村合併特例法に平成の大合併後の当該制度に対する支援措置が明

確に規定されていることから、国がすべての財源を負うことは当然であり、明確

な形での経過措置を求めるものであります。 

 つきましては、国は普通交付税措置によるのではなく、特別な交付金として  

全地方団体が等しく確実な財源措置となるよう強く要望いたします。 
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